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 事案の概要
Ｘ（原告・控訴人・上告人）は，平成１５年１０月２９日，Ａが自動車販売店から
購入した車両（以下「本件車両」という。）の駐車場として使用する目的で，
Ａに土地（以下「本件土地」という。）を賃料月額５０００円で賃貸する旨の契約
を締結した（以下，この契約を「本件賃貸借契約」という。）。
ＡとＹ（被告・被控訴人・被上告人）は，平成１５年１１月２２日，Ａの本件車両
の購入代金（２３４万９４９０円）をＹが立替払いすること等を内容とするオートロ
ーン契約（以下「本件立替払契約」という。）を締結した。本件立替払契約は，
以下のような内容であった。
１ Ｙが本件車両の代金（２３４万９４９０円）を立替払いし，ＡはＹに対し，上
記立替払により発生する債務（以下「本件立替金債務」という。）を頭金
９４９０円を除く，残金２３４万円および分割手数料４９万３２７３円の合計２８３万３２７３
円を６０回に分割して支払う。
２ 本件車両の所有権は，自動車販売店からＹに移転し，Ａが本件立替金債
務を完済するまで同債務の担保としてＹに留保される。
３ Ａは，自動車販売店から本件車両の引渡しを受け，善良な管理者の注意
をもって本件車両を管理し，本件車両の改造等をしない。
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４ Ａは，本件立替金債務について，分割金の支払いを怠ってＹから催告を
受けたにもかかわらずこれを支払わなかったとき，強制執行の申立てのあ
ったときなどは，当然に期限の利益を喪失し，残債務全額を直ちに支払う。
５ Ａは，期限の利益を喪失したときは，事由のいかんを問わず，Ｙの留保
所有権に基づく本件車両の引渡請求に異議なく同意する。
６ ＹがＡから本件車両の引渡しを受けてこれを公正な機関に基づく評価額
をもって売却したときは，売却額をもって本件立替金債務の弁済に充当す
る。
Ａは，原審口頭弁論終結時まで，本件立替払契約上の分割金の不払いを続け
ている。
Ａは，本件賃貸借契約に基づく平成１６年１２月分以降の賃料を支払わなかった。
そのため，Ｘは，平成１８年３月１０日にＡに到達した「駐車料金支払催告書」に
より平成１６年１２月分から平成１８年３月分までの賃料の支払いを催告したが，Ａ
からの支払いはなかった。Ｘは，平成１８年４月２７日付け「通知書」により，本
件賃貸借契約を解除する意思表示をした。上記「通知書」は，遅くとも同年５
月１０日にはＡに到達しており，同日に本件賃貸借契約は解除により終了した。
同年１２月１９日，Ｘは，Ａに対して本件賃貸借契約に基づく未払賃料等の支払い
を命ずる確定判決に基づき，Ａの給料債権等を差し押さえた。
本件賃貸借契約終了後も，本件土地上には本件車両が駐車されている。なお，
本件車両の登録事項等証明書には，Ｙが所有者として記載されている。
そこで，駐車場の所有者であるＸが，駐車中の本件車両について，本件車両
の購入代金を立替払いして本件車両の所有権を留保しているＹに対して，土地
所有権に基づき，本件車両の撤去と駐車場の明渡しを求めるとともに，駐車場
の使用料相当損害金の支払いを求めたのが本件である。
第一審（千葉地判平成１８年１１月２７日民集６３巻３号４１４頁）では，主として本
件車両につき留保所有権者であるＹが本件土地を占有しているか否かが争われ
た。Ｘは，本件車両の所有権はＹに留保されており，Ｙが本件車両の間接占有
者として本件車両を駐車して占有しているため，本件土地の明渡義務を負い，
また，対外的に本件土地所有者に対して Yが本件車両の所有者であることを
否定することはできないなどと主張した。これに対し，Ｙは，Ａに対する立替
払契約に基づく債権を担保する目的で本件車両について所有権を留保している
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のであって，本件車両の所有者登録名義を有してはいるものの，本件車両を占
有してはいない。したがって，Ｙは，本件土地を占有していないと主張した。
そこで，第一審判決は，本件車両の登録事項等証明書にはＹが所有者として記
載されているが，それは，本件立替金債務を担保するためにＹが本件車両の所
有権を留保しているからである。そして，本件車両は本件立替払契約の締結に
よりＡに引き渡され，留保所有権者であるＹは，債権回収の妨げにならない限
り本件車両の使用を契約の相手方（Ａ）に委ねているものと認められるため，
Ｙが本件車両につき所有権を留保しているからといって，本件車両が駐車され
ている本件土地を占有していると認めることはできないと判示し，Ｘの請求を
棄却した。
原審（東京高判平成１９年１２月６日民集６３巻３号４２０頁）では，まず，Ｙが所
有者として本件車両を撤去する義務を負うか否かが争われたが，Ｙが本件車両
の所有権を留保しているのは，Ａの本件立替払債務を担保するためであり，そ
の留保所有権は，実質的には本件車両の担保価値を把握する機能を有する担保
権の性質を持つにすぎず，Ａが期限の利益を喪失した場合であっても，Ｙは，
Ａから本件車両を引き揚げてこれを占有保管すべき義務を負わないため，本件
車両の所有権がＹに帰属しているとは言い難いとした。つぎに，Ｙが本件車両
の間接占有者として撤去義務を負うか否かが争われたが，Ｙは，本件車両につ
いて，担保権の内容たる価値を支配しているにすぎず，本件車両を現実に使用，
利用していない以上，社会観念上，本件車両を事実上支配しているとはいえな
いため，本件車両の占有者ではないとし，本件車両を撤去して本件土地を明け
渡す義務を負わないとした。そして，Ｘは，駐車場として本件土地を賃貸して
いる者として，本件車両の所有権の帰属につき重大な利害関係を有しているた
め，最三判平成６・２・８民集４８巻２号３７３頁に照らし，本件車両の登録名義
人として本件車両を撤去する義務を負うか否かが争われたが，Ｘの引用する前
掲最三判平成６・２・８は，本件とは事案を異にし，適切でないと判示して，
Ｘの請求をいずれも棄却した。
そこで，Ｘは，留保所有権といえども，法的には通常の所有権であり，これ
を所有権とは異なる法的な担保権と構成することはできないこと，所有権を留
保しているＹは，本件車両の所有者として本件車両を占有しており，本件土地
をも占有していることが認められるため，留保所有権者（Ｙ）が第三者（Ｘ）
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より目的物の明渡請求を受けた場面においては，Ｙを所有権者として扱うべき
こと，前掲最三判平成６・２・８と本件の利害状況は極めて類似しており，前
掲最三判平成６・２・８の法理は本件にも妥当すること，などを理由に上告受
理申立てを行った。
 判決要旨
破棄差戻し。
「本件立替払契約によれば，Ｙが本件車両の代金を立替払することによって
取得する本件車両の所有権は，本件立替金債務が完済されるまで同債務の担保
として Yに留保されているところ，Ｙは，Ａが本件立替金債務について期限
の利益を喪失しない限り，本件車両を占有，使用する権原を有しないが，Ａが
期限の利益を喪失して残債務全額の弁済期が経過したときは，Ａから本件車両
の引渡しを受け，これを売却してその代金を残債務の弁済に充当することがで
きることになる。
動産の購入代金を立替払する者が立替金債務が完済されるまで同債務の担保
として当該動産の所有権を留保する場合において，所有権を留保した者（以下，
『留保所有権者』といい，留保所有権者の有する所有権を『留保所有権』とい
う。）の有する権原が，期限の利益喪失による残債務全額の弁済期（以下『残
債務弁済期』という。）の到来の前後で上記のように異なるときは，留保所有
権者は，残債務弁済期が到来するまでは，当該動産が第三者の土地上に存在し
て第三者の土地所有権の行使を妨害しているとしても，特段の事情がない限り，
当該動産の撤去義務や不法行為責任を負うことはないが，残債務弁済期が経過
した後は，留保所有権が担保権の性質を有するからといって上記撤去義務や不
法行為責任を免れることはないと解するのが相当である。なぜなら，上記のよ
うな留保所有権者が有する留保所有権は，原則として，残債務弁済期が到来す
るまでは，当該動産の交換価値を把握するにとどまるが，残債務弁済期の経過
後は，当該動産を占有し，処分することができる権能を有するものと解される
からである。もっとも，残債務弁済期の経過後であっても，留保所有権者は，
原則として，当該動産が第三者の土地所有権の行使を妨害している事実を知ら
なければ不法行為責任を問われることはなく，上記妨害の事実を告げられるな
どしてこれを知ったときに不法行為責任を負うと解するのが相当である」と判
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示し，本件立替金債務について，その残債務全額の弁済期が経過したか否かを
検討させるため，本件を原審に差し戻した。
 研究
１ 本判決の意義
本判決は，本件車両の購入代金の立替金債務を担保するため，本件車両の所
有権が留保所有権者（Ｙ）に留保され，所有権留保買主（Ａ）が当該自動車の
駐車場として使用する目的でＸ（本件土地の所有者）から本件土地を借り受け
た場合に，Ａの賃料不払いによって本件土地の賃貸借契約が解除された後も，
Ｘの所有する本件土地に本件車両を放置したという事案に関して，被担保債権
（期限の利益喪失後の残債務全額）の弁済期の到来を基準として，その弁済期
経過後は，本件車両の所有権を留保するＹが，本件土地から本件車両を撤去し，
本件土地の不法占有を原因とする損害賠償責任として賃料相当損害金の支払義
務を負うべきであるとした注目すべき最高裁判決である１。
２ 本件土地所有権に対する侵害と留保所有権者の関係
（１）本件の第一審および原審において，本件土地の所有者（Ｘ）は，留保
所有権者（Ｙ）に対し，Ｙが本件車両の所有者であるとして，本件土地の所有
権に基づいて，放置された本件車両の撤去および本件土地の明渡しを求めてい
る２。Ｙは，本件車両の留保所有権者であるため，この留保所有権を通常の所
有権とみると３，本件車両の所有および占有を通じて，本件土地の支配を侵害
していることになる。そのため，Ｙが本件土地を占有しているか否か，ひいて
はＹの有する留保所有権の性質が争点とされた。第一審判決においては，Ｙが
本件車両の使用を所有権留保買主（Ａ）に委ねていることから，その駐車場で
ある本件土地を占有していることにはならないとした。そして，原審判決は，
Ｙの有する留保所有権の性質について，本件立替払契約の内容を検討した上で，
占有，使用する権能を有する通常の所有権とは異なる担保権を有するに過ぎな
いとして，本件車両の占有を否定し，本件土地に対する占有をも否定した。
（２）これに対して，本判決は，本件土地に対する占有の有無について言及
していない。本件は，本件土地上に無権原で本件車両が放置されており，換言
すれば，土地上に無権原で動産が存在している状況となるため，ＸのＹに対す
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る本件車両の撤去請求および本件土地の明渡請求は，物権的妨害排除請求権行
使の一場面と捉えることができよう４。そして，物権的妨害排除請求権が成立
するためには，所有権の円満な状態に対する客観的に違法な侵害がなければな
らないとされる５。そのため，本判決は，Ｙの本件車両の占有を通じた本件土
地に対する占有について，特に言及をしなかったものと解される。
３ 車両撤去請求・土地明渡請求の相手方
本件においては，駐車場である本件土地の所有者Ｘが，所有権に基づく物権
的妨害排除請求権の行使として，当該駐車場に放置されている本件車両を撤去
し，本件土地の明渡しを請求すべき相手方は誰かが問題になる。
物権的妨害排除請求権行使の相手方については，現に妨害を生じさせている
事実を支配内に収めている者とされている６。
これまで，最高裁判決は，未登記建物の所有者が未登記のままこれを第三者
（譲受人）に譲渡したが，その後譲渡人の意思に基づかずに譲渡人名義の所有
権取得登記がなされた場合７および建物の所有名義人が実際には建物を所有し
たことがなく，単に自己名義の登記を有するに過ぎない場合８につき，現実に
建物を所有し土地を占拠して土地所有権を侵害している者（譲受人）を物権的
請求権行使の相手方にすべきとしたものがみられた９。その後，本件控訴審判
決および上告理由において引用されている最三判平成６・２・８民集４８巻２号
３７３頁では，建物の譲渡人が，当該建物を譲渡した後に自らの意思に基づいて
登記を経由し，その後，当該建物の存立する土地を競売によって取得した者か
ら，当該建物の収去および当該土地の明渡しを請求されたのに対して，当該建
物の譲渡人が当該建物を譲受人に譲渡した旨を主張して建物収去・土地明渡し
の義務を免れようとした場合において，登記名義人を相手方にすることができ
るとした。その理由として，土地を競売によって取得した者が建物譲渡人に対
して所有権に基づき建物収去・土地明渡しを請求する場合の両者の関係は，土
地を競売によって取得した者が地上建物の譲渡による所有権の喪失を否定して
その帰属を争う点で，「対抗関係にも似た関係」といえ，実質的には，土地を
競売によって取得した者の側として譲受人（実質的所有者）の探求が困難であ
り，他方，さして困難でない移転登記をしないまま譲渡人は所有権の移転を主
張して義務を免れる不合理があることを挙げる。前掲最三判平成６・２・８は，
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土地所有権に基づく物権的請求権を行使して建物収去・土地明渡しを請求する
については，「現実に建物を所有することによってその土地を占拠し，土地所
有権を侵害している者を相手方とすべき」旨を明らかにした上，地上建物を譲
渡しながらその所有権取得の登記名義が譲渡人名義のまま残っている場合にお
いて，右登記が建物所有者の意思に基づいて経由された場合に限り，登記名義
人である譲渡人は，建物の譲渡による所有権の喪失を主張して責任を免れるこ
とはできないとした１０。しかし，控訴審判決が述べるように，前掲最三判平成
６・２・８と本判決は，事案を異にするものと解される。そのため，本判決は
この点に関して言及をしていない。
本判決は，本件車両撤去・本件土地明渡請求の相手方について，本件立替払
契約の内容を検討した上で，残債務全額の弁済期到来の前後で留保所有権者
（Ｙ）の有する権原が異なり，弁済期到来前は，留保所有権者（Ｙ）が当該動
産（本件車両）の交換価値を把握するにとどまるため，当該動産（本件車両）
が第三者（Ｘ）の本件土地上に存在し第三者（Ｘ）の土地所有権の行使を妨害
しているとしても，特段の事情がない限り１１，留保所有権者（Ｙ）は当該動産
（本件車両）の撤去義務を負わないとした。これに対し，弁済期経過後は，留
保所有権者（Ｙ）が当該動産（本件車両）を占有し，処分することができる権
能を有すると解されるため，留保所有権が担保権の性質を有するからといって
本件車両の撤去義務を免れることはできないとした。つまり，留保所有権者
（Ｙ）は，弁済期到来前は，本件車両撤去請求の相手方にならないのに対し，
弁済期経過後は，その相手方になるとした。
残債務の弁済期到来前（残債務の期限の利益喪失前）は，Ｙのもとに本件車
両の所有権が留保されているものの，本件立替払契約によれば，本件車両の占
有・使用，換言すれば，本件車両を事実上支配し，これによってＸの土地所有
権を侵害しているのは所有権留保買主（Ａ）であり，Ａが本件車両の撤去請求
の相手方になるものとみられる。これに対して，残債務の弁済期経過後（残債
務の期限の利益喪失後）は，Ｙが留保所有権に基づき本件車両を引き揚げて，
占有し，さらに処分する権能が発生するため，Yが本件車両を事実上支配し得
る地位にあり，本件土地所有権に妨害を生じさせている事実を支配内に収めて
いるといえる。そのため，残債務の弁済期経過後は，留保所有権者（Ｙ）が本
件車両撤去・本件土地明渡請求の相手方になるとみることができよう１２。
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４ 留保所有権者の不法行為責任
本件においては，本件土地の賃貸借契約解除後においても本件土地に本件車
両が放置されていることから，本件土地の所有者（Ｘ）は留保所有権者（Ｙ）
に対し，所有権に基づく物権的妨害排除請求権の行使として本件車両の撤去お
よび本件土地の明渡しを請求し，さらに駐車場として利用されている本件土地
の賃料相当損害金の賠償をも請求している。本件土地の不法占拠による賃料相
当損害金の支払請求は，不法行為による損害賠償請求であり，所有権留保買主
（Ａ）が残債務の弁済期到来後も本件土地所有権の行使を妨害しているという
事実を知った時または知り得た時には，故意または過失があるとみられるため，
この時点から賃料相当損害金を支払う義務を負担することになる。この点につ
いて，本判決は，残債務の弁済期経過後において，留保所有権者（Ｙ）は，本
件車両を占有し，処分する権能を有することになるため，不法行為責任を免れ
ないとし，「原則として１３，当該動産（本件車両）が第三者（Ｘ）の土地所有権
の行使を妨害している事実を知らなければ不法行為責任を問われることはなく，
上記妨害の事実を告げられるなどしてこれを知ったときに不法行為責任を負
う」とした１４。
１ 本判決の解説として，安永正昭「月極駐車場での契約車両放置と信販会社の立
場」金判１３１４号１頁（２００９），藤澤治奈「所有権留保における留保所有権者に対す
る明渡請求等の可否―最三判平成２１・３・１０金判１３１４号２４頁」NBL９０９号９頁（２００９），
印藤弘二「動産の留保所有権者がその撤去義務や不法行為責任を負う場合を示した
最高裁判決」金法１８７３号４頁（２００９）がある。
２ Ｘは，請求原因として，Ｘが本件土地を所有していること，およびＹが本件車両
を所有することによって本件土地を占有している事実を証明する責任を負う。
３ 本件においては，本件車両の購入代金を立替払いした結果発生した本件立替金債
権を担保するために信販会社である留保所有権者（Ｙ）と本件車両を自動車販売会
社から購入した所有権留保買主（Ａ）との間で所有権留保の特約が締結されている。
この所有権留保の法的構成について，学説は，従来，法形式を重視し，所有権は所
有権留保売主に留保されており，所有権留保買主には代金を完済することによって
はじめて所有権を取得するという所有権的構成を採用してきた（我妻榮『債權各論
中巻一（民法講義２）』（岩波書店，１９５７）３１７頁，来栖三郎『契約法』（有斐閣，
１９７４）１９５頁）。しかし，近時，所有権留保の債権担保としての実質を重視して所有
権留保売主に留保される所有権は，担保目的に制限された内容のもの（留保所有権）
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であり，所有権留保買主には，ある種の物権的な地位が帰属しているとする「担保
的構成」が有力に主張されている（柚木馨＝高木多喜男『担保物権法［第三版］』（有
斐閣，１９８２）５８１頁，柚木馨＝高木多喜男編『新版注釈民法（９）』（有斐閣，１９９７）
９１４・９１５頁［安永正昭］。もっとも，この担保的構成を採用する学説においても，
さらに見解が分かれている。たとえば，所有権留保買主の条件付権利を物権的期待
権と位置付け，所有権留保売主の所有権はこの買主の権利により物権的な制約を受
けているという見解（山崎寛「所有権留保売買買主の所有期待権の譲渡について
（１）―留保買主の期待権（１）」法と政治１７巻４号９７頁以下（１９６６），竹下守夫「所
有権留保と破産・会社更生（上）」曹時２５巻２号７頁以下（１９７３），道垣内弘人『担
保物権法（第３版）』（有斐閣，２００８）３６１・３６２頁），所有権が所有権留保売主と所
有権留保買主とに分属することを肯定し，残存代金を被担保債権とする担保権（留
保所有権）が所有権留保売主に存し，所有権からこれを差し引いた物権的地位が所
有権留保買主に帰属するという見解（幾代通「割賦販売」契約法大系刊行委員会編
『契約法大系』（有斐閣，１９６２）所収２９４頁，柚木馨＝高木多喜男・前掲注（２）『担
保物権法［第三版］』５８１頁，高木多喜男『担保物権法［第４版］』（有斐閣，２００５）
３７９・３８０頁）および所有権留保買主は所有権を取得し，所有権留保売主は，所有権
留保により抵当権を設定したものと構成する見解（米倉明『所有権留保の実証的研
究』（商事法務，１９７７）３６頁以下，３０５頁以下）などがある）。
他方，判例においては，所有権留保売買は，所有権の移転のみを所有権留保買主
の代金債務の完済という停止条件に依存させ，売買契約自体は無条件に成立して効
力を生じており，所有権留保売主には所有権が，所有権留保買主には条件成就によ
る所有権取得という法的保護が与えられる期待権（条件付権利，民法１２８条・１２９条）
が帰属するという見解（「所有権的構成」）に立脚しているものとみられる（最一判
昭和４２・４・２７判時４９２号５５頁，最三判昭和４７・１１・２１民集２６巻９号１６５７頁，最一
判昭和４９・７・１８民集２８巻５号７４３頁，最三判昭和57・３・３０民集３６巻３号４８４頁，
最二判昭和５８・３・１８判時１０９５号１０４頁など）。
本判決は，本件立替払契約の内容を検討し，その内容から留保所有権の性質を導
いているため，所有権的構成を採用しているとみることも可能であるが，判決文か
らはいずれの法的構成に立つのか明らかでない。
４ 印藤弘二・前掲注（１）金法１８７３号５頁にも同様の指摘がなされている。
５ 舟橋諄一『物権法』（有斐閣，１９６０）４７頁，我妻榮＝有泉亨・『新訂物權法（民法
講義）』（岩波書店，１９８３）２６６頁，舟橋諄一＝徳本鎭編『新版注釈民法（６）』（有
斐閣，１９９７）１９１頁［好美清光］。
６ 舟橋諄一・前掲注（５）『物権法』４８頁，我妻榮＝有泉亨・前掲注（５）『新訂物
權法（民法講義）』２６６頁，舟橋諄一＝徳本鎭編・前掲注（５）『新版注釈民法（６）』
１９２頁［好美清光］。
７ 最二判昭和３５・６・１７民集１４巻８号１３９６頁。
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８ 最一判昭和４７・１２・７民集２６巻１０号１８２９頁。
９ この他に，現実に建物を所有し土地を占拠して土地所有権を侵害している者（譲
受人）を相手方にすべきとした最高裁判決として，最一判昭和４９・１０・２４判時７６０
号５６頁，最二判昭和５２・１２・２３判時８８１号１０５頁などがある。
１０ 西謙二「最三判平成６・２・８判解」『最高裁判所判例解説民事篇（平成６年度）』
（法曹会，１９９７）１７７頁。
１１ 本判決は，「特段の事情」の内容を例示していないため，いかなる場合が「特段
の事情」に該当するとされるのかが問題になる。しかし，たとえば，残債務の弁済
期到来前であっても，留保所有権者が現実に目的動産を引揚げて管理・占有してい
る場合には，当該動産の撤去義務や不法行為責任が発生し得るものと解される。な
お，譲渡担保権者が債務の弁済期到来前であっても，目的動産を搬出し，管理・占
有できる場合として，最三判昭和５３・６・２３判時８９７号５９頁がある。
１２ さらに，本件土地をＸから本件車両の駐車場として賃借していたＡは，本件土地
賃貸借契約の解除により，本件土地を明渡し，賃貸人Ｘに返還する義務（債務）を
負うことになろう。
１３ 本判決は，例外的に，残債務の弁済期経過後においても，留保所有権者が不法行
為 責任を負わない場合があるとしている。この例外にあたる場合としていかなる
場合があるかについては，今後の学説による説示や判例の展開が待たれる。
１４ 印藤弘二・前掲注（１）金法１８７３号５頁の指摘によれば，「本判決の趣旨は動産
の譲渡担保権やファイナンスリースにも広く及ぶ」とされる。また，藤澤治奈・前
掲注（１）NBＬ９０９号１６頁も同旨と解される。
※ 本稿脱稿後、中村肇「動産の留保所有権者の第三者に対する責任」法セ６５８号１１６
頁（２００９），遠藤元一「所有権留保における留保所有権者の動産の撤去義務・損害
賠償義務」金判１３２５号２頁（２００９），田寛貴「留保所有権者が第三者に対して負
う目的物撤去義務」判夕１３０５号４８頁（２００９）に接した。
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